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５党から回答、自由民主党は回答せず

自然エネルギー市民の会では、参議院選に向けて各党

に自然エネルギー政策についてアンケート調査を行い、

民主党、公明党、日本共産党、社会民主党、新社会党の

５党から回答をいただきました。自由民主党、国民新党、

新党日本からは回答がありませんでした。政権政党であ

る自由民主党からの回答がなかったことは残念です。（詳

細は 2頁から 3頁に掲載しています）

自然エネルギー普及、民主、共産、社民、新社会「極め

て不十分」

現在の自然エネルギーの普及状況について、民主、共産、

社民、新社会の各党は、いずれも「極めて不十分」との

回答でしたが、公明党は「十分に普及しているとは言え

ない」という回答でした。

分かれた RPS 法の評価。自然エネルギー普及に、公明「貢

献している」、民主「どちらとも言えない」、共産、社民、

新社会「貢献していない」

現在の RPS 法が自然エネルギーの普及に貢献している

かどうかについては、政権政党である公明党は「貢献し

ている」とし、民主党は「どちらとも言えない」でしたが、

他の野党は「貢献していない」としています。ただ、公

明党は「多少なりとも役だっている」、民主党は「一歩前進」

とし、評価はしつつも積極的な評価ではありません。

RPS 法の問題点については、民主党と公明党は現在の

RPS 制度を前提にこれを監視ないし拡充すべきとの回答

ですが、他の野党は、低い買取義務量、買取価格が公表・

補償されていないこと、買取対象の選択が電力会社に委

ねられているなどの問題点を指摘しています。

自然エネルギー電力買取補償制度の導入、民主、共産、社民、

新社会「必要」、公明「どちらとも言えない」

我々が目指している買取補償制度の導入について、民主、

共産、社民、新社会の四党は「必要」で一致していますが、

公明党は「どちらとも言えない」としています。

導入コストの負担について、民主、共産、社民、新社会

四党が、環境税（炭素税）の導入、現在の電源開発促進税

などで負担すべきとの意見であるのに対して、公明党は「議

論を重ねて行きたい」と明言を避けた回答となっています。

自然エネルギー普及目標 ､2020 年までに 10％程度（民主党）、

15％程度（共産党）、20％以上（社会民主党）、RPS 法の目標

値（公明党）

回答をいただいた各党は自然エネルギー政策をもってお

り、その内容はおおむね普及に積極的な内容になっていま

す。しかし実際の自然エネルギー普及目標となると、公明

党は現在の RPS 法の目標値を最低ラインとして取り組むと

の意見ですが、それ以外は 2020 年までに一次エネルギー

の 10％程度（民主党）、15％程度（共産党）、20％以上（社

会民主党）、2000 億 kWh（新社会党）となっており、エネ

ルギー問題が各党・市民レベルを含めて大いに論議すべき

課題であることが明らかになりました。

政策を変えるのは私たちの投票行動

この政策アンケート結果を、7月 29 日の参議院選挙での

投票の判断材料の一つにしていただければと思います。

環境は票にならないと言われます。しかし、昭和 40 年

代には公害施策を求める投票行動が、東京や大阪をはじめ、

全国各地に公害対策を施策の中心にすえる自治体の首長を

誕生させ、公害対策を大きく前進させました。子どもたち

の未来が、私たちの投票行動にかかっていることを忘れて

はならないと思います。

参議院選挙に向けて、 各党の自然エネルギー政策、 アンケート結果まとまる
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1) 自然エネ

ルギー普及

の現状

2) 自然エネル

ギー政策の

有無

3) 党の政策の内容等 4) 現在の

RPS 法の貢

献度

民
主
党

極めて不十

分である

持っている 風力、太陽光、ﾊﾞｲｵﾏｽなど再生可能エネルギーの一次エネル

ギー総供給に占める割合を、EUの導入目標をふまえて大幅に

引き上げ、2020年までに10%程度の水準の確保をめざします。

また、再生可能エネルギーによる電気の買い取りを積極的に

推進し、必要な法準備を行うとともに、関連予算を大幅に増

額します。

どちらと

も言えない

（理想的な

案ではない

が、一歩前

進として賛

成した経緯

がある )

公
明
党

十分に普及

していると

は言えない

持っている 日本版 RPS 法や新エネルギー法見直し、個人住宅や小規模事

業所の太陽光発電や風力発電、燃料電池などの導入への支援

を拡充します。2010 年までに全発電量の 1.35% をめざす政

府目標を大きく前倒しし、さらに高い目標を掲げて取組みま

す。

貢献してい

る

日
本
共
産
党

極めて不十

分である

持っている 温暖化による破局的被害を防ぐには、2050 年までに日本の

温暖化ガスの排出量を 1990 年比で 70%程度削減することが

求められます。そのために、技術的に未確立な原発ではなく、

風力、太陽光、ﾊﾞｲｵﾏｽ、など自然エネルギーの利用・普及の

徹底こそ重要です。太陽熱による給湯、農業用水路や上水道

の減圧などを利用する小型水力発電には大きな可能性があり

ます。政府は目標量を抜本的に拡大し、積極的に制度･財政上

の支援を行い、電力会社は自然エネルギーによる電力の購入

価格を引き上げ、固定価格で買うべきです。

貢献してい

ない

社
会
民
主
党

極めて不十

分である

持っている 自然エネルギー発電促進法を制定し、自然エネルギーによる

電力買取を義務づけ、普及を後押しする。政策的投資・補助

金の見直し、税制優遇措置などを図る。

貢献してい

ない

新
社
会
党

極めて不十

分である

持っている 島国、山国の地形を活かし、風力発電を筆頭に太陽光、中小

水力、潮力等を促進。標高 1500m以下の適地 (NEDOによる

と 2億 3千 kWの風力設備可能）に自治体も積極的に設置 (

余剰電力は電力会社が補償価格で全量買取り）。1500m以上

の山岳地帯でも電力会社に高圧送電線に沿って風力発電を設

置・接合させる。

貢献してい

ない

自然エネルギー
政策   

政 党 ア ン
ケート 詳報

【質問項目】

１）わが国の自然エネルギー

普及の現状について、貴党の

見解をお伺いします。

イ . 十分に普及している

ロ . 十分に普及しているとは言えない

ハ . 極めて不十分である

２）貴党は自然エネルギー普

及に関する政策をお持ちです

か。

３）前項で「イ . 持っている」

とお答えの政党にお聞きします。

それはどのような政策ですか。

４）RPS 法についてお伺いし

ます。現在の RPS 法はわが国

の自然エネルギーの普及促進

に貢献していると考えますか。

５）前項で「イ . 貢献している」

とお答えの政党にお聞きしま

す。それはどのような点ですか。

６) 現在のRPS法の問題点とし

て該当すると思われるものを下

記の中から選択してください。

イ . 電力会社の買取義務量が低
すぎる ( 全量買取義務がない )　

ロ . 導入コストが電力会社負担
となっている

ハ . 買取価格が公表 ・ 補償さ
れていない

ニ . 廃棄物発電が対象となっている

ホ . 電気の種類の選択が電力
会社に委ねられている

へ . 特に問題があるとは考えていない

 ト . その他

７）自然エネルギーの更なる

促進策として、「買取補償制度」

の導入が必要と考えますか。

８）自然エネルギーの導入コ

ストをどのように負担すべき

と考えますか。

イ . 現在の電源開発促進税で
負担する

ロ . 新たに環境税 （炭素税） な
どを導入しまかなう

ハ . 電気料金に上乗せする

ニ . その他

９）貴党は自然エネルギーを

いつまでに、どの程度普及す

べきかという目標をお持ちで

すか。

※自由民主党、国民新党、

新党日本からは回答があり

ませんでした。
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5) 現在の RPS 法の貢献としてを評価す

る点

6) 現在の RPS 法の問題点 7) 「買

取補償

制度」

の導入

8) 自然エネルギーの導入

コストの負担

9) 自然エネルギ

ーの普及目標

法案審議の際、市場価格で新エネの促進につ
ながるのか、風力発電や太陽光発電へのイン
センテｨブが小さいのではないか、石油から作
られた廃プラスチック発電をことさら促進す
る内容ではないか、国の助成を明記すべきで
はないか、等の問題点が明らかになった。また、
附帯決議には (1) 廃プラ発電に対し抑制的観
点に立つこと、(2) 新エネルギーの市場拡大に
資すること、(3) 関係税制の整備に努めること、
(4) 関係事業者に周知を図ること、などが盛り
込まれた。経済産業大臣より、政令で廃プラ
発電に対象に定める場合は慎重に行う旨の答
弁を得た。政府がこうした約束を果たしてい
るか、厳しく検証し、問題点を明らかにしたい。

必要で

ある

地球温暖化対策税を創設

し、産業界等の温室効果ガ

ス発生の抑制への効果的な

取り組みに対して柔軟に税

の軽減もしくは還付制度を

設けつつ、その税収は省エ

ネルギー・新エネルギーの

技術開発、設備投資、普及

等に優先的に配分する。

目標をもっている

（再生可能エネル

ギーの一次エネル

ギーに占める割合

を 2020 年までに

10%程度に）

十分ではないが「貢献しているか」と問

われれば「貢献している」と判断する。

同法によりある程度高い価格で新エネル

ギー等電気が買取られており、新エネル

ギー等電気の発電事業の環境を整えるの

に多少なりとも役立っていると考える。

（法施行以前の電力会社の風力発電の買

取価格より施行後の買取価格の方が高い

という指摘もあるが、RPS 法施行前と現

在では電力会社が購入している新ｴﾈﾙｷﾞｰ

の電気の量が全く異なる。このため RPS

法が無く、施行前のように電力会社の自

主的な取組に頼った場合、買取価格は現

在の価格より低くなり、現在より普及が

進まない可能性が高いと考える）

義務量が低すぎるとの議論もあるが、2014

年までの買い取り義務についても決められた

ところでもあり、2009 ～ 10 年には現在の 3

倍ともなる。価格固定化についても事業リス

クを勘案しつつよりよい制度へ検討していく。

どちら

ともい

えない

現状として、技術開発や

導入支援は石油石炭税等の

税金によって負担されてい

る。また、RPS 法により高

く買われた新エネルギーの

電気のコストは電気料金を

通じて消費者が負担したり

電力会社が負担したりして

いるものと考えている。今

後、業界関係者を含めて積

極的に議論を重ねてゆきた

い。

その他（エネルギ
ー長期需給見通し
や京都議定書目標
達成計画において
も記述されている
2010 年までに原
油換算で 1910 万
kl 分、RPS 法対象
の部分については
122 億 kWhを達
成することが必要
であるが、公明党
は、その目標値を
最低ラインと位置
づけ、更なる推進
に取組んでいきた
い。）

　　　　 ・電力会社の買取義務量が低すぎる　

・買取価格が公表・補償されていない

・廃棄物発電が対象となっている　

・電気の種類の選択が電力会社に委ねられて

いる

・電力会社は大手の発電事業者優先でなく、

地域に根差した市民の事業を支えるなど社会

的責任を果たすべきです。

必要で

ある

・現在の電源開発促進税で
負担する
・新たに環境税 ( 炭素税）
などを導入しまかなう
・道路特定財源にな
っている燃料課税なども自
然エネルギー対策に思い切
って振り向ける

目標を持っている

（2020 年までに

一次エネルギーの

15%程度）

・電力会社の買取義務量が低すぎる

・買取価格が公表・補償されていない　

・廃棄物発電が対象となっている　

・電気の種類の選択が電力会社に委ねられて

いる

・地球温暖化防止、化石燃料の削減を目的と

していない

･低すぎる目標値、電力会社の系統の制約によ

る買取制限

必要で

ある

・現在の電源開発促進税で

負担する　　　

・新たに環境税 ( 炭素税）

などを導入しまかなう

目標を持っている

（自然エネルギー

比率（政策目標）

を2010年に 10%

以上、2020 年に

20%以上にする）

・電力会社の買取義務量が低すぎる　

・買取価格が公表・補償されていない

・電気の種類の選択が電力会社に委ねられて

いる　　　　　

必要で

ある

・現在の電源開発促進税で

負担する　　

・新規原発、第二再処理工

場、高速増殖実証炉のため

に電力会社が積み立て中の

資金も、すべて自然エネル

ギーに向ける

目標を持っている

（2020 年までに

2,000 億 kWh以

上）
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連載 1、2で、風力発電の発電量は風車の出力性能と風
速によって基本的に決まるが、これにその他のマイナス要
因が作用し、場合によっては 30％近く減少することを取
り上げた。
特に連載 2では実際の事例の検討を通じて、風向の頻繁
な変化や吹き上げ風など、わが国に特有な風況が与える影
響について見てきた。
今回は、台風などの強風による故障･事故とその原因・
影響について、次回で落雷による場合について見てゆきた
い。

１．利用可能率（Availability）

風力発電の効率は最終的に設備利用率に集約されるが、
それを規定する重要指標として利用可能率が注目されるよ
うになった。これは風車が稼動可能である状態、いわばス
タンバイしている時間の年間総時間数 (8,760 時間 ) に対
する比率で示されるもので、言い方を変えると故障や事故
あるいは点検などによる風車の運転停止時間を除いた時間
の比率である。
2004 年度を対象にNEDOが行った調査 *1 によると、年
間約 15% の風車が何らかの故障事故による停止を経験し
ており、その停止時間は全風車 (924 基 ) の総時間の 1.7%
にすぎないが、故障･事故で停止した風車 (139 基 ) の総時
間に対しては 9.8％に達する。
また、2005 年度を対象に北海道経済産業局が実施した
調査 *2 では、回答のあった道内 115 基の風車の全てがト
ラブルを経験しており、平均停止時間は 588 時間（6.7%）
にのぼるという結果が報告されている。利用可能率の向上
すなわち故障・事故の減少が利用率向上の大きな課題とな
っていることが分かる。*3

*1 平成 16年度 風力発電利用率向上調査委員会の故障･事故調査報告書
( 平成 17年 3月 )

*2 北海道における風力発電の現状と課題（平成 18年 3月 )
*3 NEDO 調査は、故障･事故停止に「停止期間 3日以上」の条件を付し
ているのに対して、北海道経産局は条件を付さずに調査を行っている。

２．自然条件と風車

風車の故障･事故の原因に
ついて、先の NEDO 調査で
は表１のような結果が報告さ
れている。事業者からの速報
による分類であるが、台風や
落雷が契機となっているケー
スがいかに多いかが分かる。
一方、風車の耐風設計基準
が国際電気標準会議 (IEC)によ
って設定されている（表２）。

強風を契機
とする故障･
事故でも、こ
の基準以下の
風速で発生し
た場合、自然
災害といえる
のか。設計、
施工や運用
などの人的な
要素も考慮し
て、真の原因
を明らかにする必要がある。

３．暴風による故障・事故の真の原因

NEDO 調査では原因判定がより厳密に実施された結果、
暴風を原因とする事例において「発生時に明らかに IEC 基
準風速を上回っていたというケースは比較的少なく」「風
車内故障（設計、施工不良など）に再分類された故障・事
故が少なくない」ことが明らかになった。
「真の故障・事故原因」に再分類された結果によると、
風車内故障に分類された事例が全体の 50%を占めており、
その約 70%が設計不良であり、さらにその 60%を風向風
速計の故障が占めている。逆に基準風速以上の暴風を故障
原因とする事例は全体の 15%に減っている。
これらを総括してNEDO報告書では「台風などの特殊な
気象条件下でも、耐風速を考慮した適切な設計・製造に基
づく風車であれば、故障･事故の発生率を低下させる可能
性がある」と指摘している。

４．風向風速計の重要性

風向風速計 ( 図 1） は単なる周辺機器と考えられがちであ
るが、大型風車の主要な制御機能（ヨー制御、ブレードピ
ッチ制御、カットイン・カットアウト制御など）は風向風
速計の情報で動作しており、これが機能しなくなると風車
は操縦不能に陥った飛行機のようになってしまうという。
風車の耐風基準は、フェザリング ( 停止 ) 状態 ( 図 3）で
風に正対するという最も受風圧の小さい姿勢を保持するこ
とを前提にしている。
風向風速計からの情報がなけれ
ば、風車は正しい姿勢を保持でき
ず、想定以上の風圧を受けること
になる。
風向風速計の故障は、全ての故
障・事故の中でも 33%を占め、飛
び抜けて大きい数値を示している。

（表１） 件数 構成比

外

的

要

因

暴風 （台風） 72 51.8%

落雷 13 9.4%

凍結 1 0.7%

浸水 2 1.4%

塩害 1 0.7%

その他 7 5.0%

人

的

要

因

設計不良 2 1.4%

施工不良 1 0.7%

メンテ不良 2 1.4%

その他 13 9.4%

他 原因不明 25 18.0%

合　　計 139 100.0%

風力発電の課題連載

当会は市民共同風力発電所の実現を中心的な課題の一つとしています。風

力発電の基礎知識については、ニュースレターNo.4（'05 年秋号）で特集しま

した。その後、風力発電部会での研究等の中で明らかになってきた現状と課題

について連載しています。

Ⅲ 自然災害と風車 ①　暴風 ( 台風 )

【連載内容】
Ⅰ より確実な発電量を求めて①
Ⅱ より確実な発電量を求めて②
Ⅲ 自然災害と風車① 暴風 ( 台風 )

Ⅳ 自然災害と風車② 落雷
Ⅴ バードストライク
Ⅵ 障害を乗り越えて

WTGS ｸﾗｽ
標準クラス 特別クラス

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ S

風

速

Vref     (m/s) 50 42.5 37.5 30 設計者が

規定する

数値。

Vave    (m/s) 10 8.5 7.5 6

Ve50,hub(m/s) 70 59.5 52.5 42

乱

れ

強

度

A
I15 0.18 0.18 0.18 0.18

a 2 2 2 2

B          
I15 0.16 0.16 0.16 0.16

a 3 3 3 3
注 ) Vref：10 分間平均値の基準風速、Vave：ハブ高での平均風速

Ve50hab：ハブ高での 50年間の極値風速（＝ Vref × 1.4)
A：高い乱れのカテゴリーを指定、B：低い乱れのカテゴリーを指定
I15；風速が 15m/s の時の乱れ強度の特性
a：乱れの標準偏差モデルの傾斜パラメーター　【出展】NEDO 報告書

風力発電機システムの耐風速に関するクラス別基
礎パラメーター　　　　　IEC61400-1,Ed.2(1999.2)( 表２)

風向風速計：SUBARU80/2.0 
耐風性能を強化したといわれる

（図 1）
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５．２つの強風被害事例から

【宮古島】2003 年 9 月の台風 14 号によって沖縄県宮
古島の風力発電 6基のうち 3基が倒壊し、3基は
ブレードを折損するなど、全ての風車が甚大な被
害を受けた。系統停電により事故発生までの風速
風向などの基本的なデータをシミュレーションに
よらざるを得ない中で、瞬間最大風速が 90m/s を
超えたことが推定され、このような特殊な条件下
では、既存の規格基準だけでは解決できない問題
があることが明らか
になった。また、2
基がタワーの入口
扉上部での挫屈に
よって倒壊したこ
とから、強度の低
い開口部にひずみ
が集中することが
分かった。さらに、系統停電によって風車の制御
電源が失われたことから、バックアップ電源の必
要性が指摘された。

【岩屋】本年 1月に青森県岩屋ウィンドファームで発生
した風車 1基の倒壊事故は、低気圧接近による強
風下とはいえ、最大瞬間風速 25.8m/s という稼動
条件下での倒壊ということで注目を集めたが、最
終的には人為的ミスが原因であったことが明らか
になった。調査結果の概要によれば、当該機はも
ともと故障停止中であったが、ブレードをフェザ
リングに固定する措置が不完全だった。このため
最初フェザリングにあったブレードが、折からの
強風によって徐々にファイン(運転)状態に移行し、
最終的に過回転状態となって、大きな風加重を生
じたのが原因とされた。風速 60m/s の暴風に対す
る耐力が確保されていたにもかかわらず、それを
上回る転倒モメントが検証されたという。
この事例は、風車が過回転状態になった場合に
作用する力の大きさというものを示しているし、
風車を適切に停止させまた停止状態を保持するこ
とが風車の安全を確保する上で重要であることも
示している。そして風車を風から守るためには、
日常管理する人間が風車の特性を熟知することの
重要性も教えてくれる事例である。

６．課題と対策

先の NEDO 調査報告が行った提言などを参考に、今後
の課題と対策を挙げてみる。
第１に、設置サイトの風況に適した風車を選定するこ
とである。その際、発電性能（パワーカーブ）と併せて、
IEC61400-1 に規定された耐風性能が確保される風車を
選択することが、最終的な発電実績の確保上でも重要で
ある。
第 2に、台風が頻繁に襲来するわが国の特殊な条件の
中で第 1をクリアするためには、再現期間 50 年での最
大風速などより詳細な極値風速データの整備が不可欠で
ある。

幸い、NEDO において極値風速データマップ及びデータ
ベースの整備がすすめられており、これにより適切な風車
選択が可能となると期待される。*4

第 3 に、その上でわが国の特殊な風条件を考慮した時、
IEC の設計基準で果たして十分かという問題がある。この点
については、日本型風況に適した風車の規格基準の必要性
は大きい。これはわが国だけでなく、類似した自然条件の
諸国における風力発電の普及にも役立つと考えられる。日
本型風況に対応する風車をめざして投入された富士重工の
大型ダウンウィンド風車 SUBARU80/2.0 の実績に注目する
ところである。
第 4に、風向風速計のような主要機器が基準風速以下の
風で損傷される事例に見られるように、部品・部材至るま
で耐風性能が確保されていない現状がある。規格基準の不
備が原因と指摘されており早急な整備が不可欠である。
第 5に、設置サイトの風況は風車基礎の耐力設計にも反
映されなければならないが、風車トップに作用する風荷重
の推計は風圧の小さい姿勢を制御できるか否かで異なる。
バックアップ電源の設置または、横風を考慮した加重の
推計などサイト条件に適した対策が必要な場合も想定され
る。系統停電時は、フリーヨー（方向制御を風まかせにする）
に移行して自動的に耐風姿勢を保つタイプもあるので、機
種選定を含めた検討が必要である。
第 6は、設置後の管理運用の問題である。風車の大型化
に伴いコンピュータによる遠隔管理によって、日常管理の
自動化がすすめられている。メーカー資料でも日常管理に
手間いらずを強調しているものが多い。しかし、その自動
化システムが人間の無知を誘発し、ヒューマンエラーが重
大事故の発端となることは風車も例外ではないようだ。風
力発電の理論とそれを実際に応用したメカニズムを理解し
た人材の養成、事故情報の共有化に官民をあげてのさらな
る取り組みが求められている。

宮古島３号機の挫屈倒壊

【出典】沖縄電力調査報告書 (2004.1)

強風下での風車制御　〔上左〕 羽根をフェザリング状態 〔下右〕 に保持し、 常

に風向に正対するよう制御されている。 　〔上右〕 停電のため風向の変化に対

応できず横風を受ける。 羽根がファイン状態 〔下左〕　に移行する危険性もある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【図出典】 牛山泉著 「風車工学入門」

（
図
３
）

（図2）

*4 NEDO「日本型風力発電ガイドライン策定事業（中間報告）」
http://www.nedo.go.jp/informations/press/190712_1/190712_1.html

( ファイン )

ブレードの角
度が回転軸に
平行
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2006 年には世界全体で過去最高となる 15,197MW*1

の風力発電が導入された。これは 2005 年実績の 32％
増となるもので、これによって世界の風力発電導入量は
74,223MWになった。

単年度導入量はアメリカが第 1 位
各国の累積導入量では、ドイツ（20,622MW）、スペイン

（11,615MW）、アメリカ（11,603MW）、インド（6,270MW）、
デンマーク（3,136MW）などに、新たにフランスやカナダ
などを加えて 13 ヶ国で 1,000MWを上回った。単年度実
績ではアメリカ（2,454 MW）が最も多く、ドイツ、イン
ド、スペイン、中国、フランスなどが上位を占め、特に中国、
フランスなど新たに成長している国も見られた。
一方、日本の単年度導入量は 2006 年末で 316MWと停
滞している。こうした状況からもその背景に政策による影
響がはっきりと見て取れる。
以下に地域ごとの状況を紹介する。

〔ヨーロッパ〕－フランスの躍進

ヨーロッパは世界の風力発電の 65％以上が集中し
ており、約 100TWh*2 の電力を生み出し、電力供給の
3.3％を風力発電からの電力でまかなっている。これま
で、その市場の 50%をドイツとスペインが占めてきた
ものの、2006 年はそれ以外の EU諸国でも成長が見ら
れた。特にフランスでは 2006 年にヨーロッパ第 3位
となる 810MWを導入し、累積導入量でも 1,567MW
で世界第 10位へと急成長を遂げている。その他、イギ
リス、ポルトガルでも昨年に続き好調な伸びを見せて

いる。

〔アジア〕－急成長の影に新法あり　中国

2006 年のアジアの風力発電の新規導入量は 53％増
の 3,679MWとなった。これは 2006 年の世界の新規
導入量の 24％に相当する。累積導入量は 10,600MW
となり、世界の風力発電導入量に占めるアジアの割合

は約 12％になる。
すでに大きな市場を形成しているインドは、新
たに 1,840MWを導入し、6,270MWの導入実績と
なった。インドは今後 3 年間に年平均 1,500MW
～ 1,800MW の風力発電を導入し 2010 年までに
10,000MWを越えると見られている。
中国は 2006 年にこれまでの実績の倍以上の新規
導入を果たし、導入実績は 2,604MWとなった。中
国の風力発電急拡大の背景には、2006 年 1月から施
行された新たな再生可能エネルギー法の影響がある。
この再生可能エネルギー法のおかげで、中国では今
後も風力発電市場の成長の継続と加速化が期待され、
2007 年には少なくとも 1,500MW以上の大規模プロ
ジェクトが進められ、2010 年には 5,000MWに達す
ると見られている。

〔北アメリカ〕－税控除延長で成長継続　アメリカ

2006 年の風力発電の新規導入量の 22％相当は北ア
メリカ（アメリカ、カナダ）への導入であった。アメ
リカではドイツを上回る 2,454MWもの新規導入を果
たし、2006 年の最成長国となった。昨年からのアメ
リカの好調の背景には、本来 2005 年に打ち切られる
はずであった税控除が 2007 年末まで延長されたこと
がある（2007 年末までに運転を開始する風力発電に
1.9 セント /kWh の税控除を運転開始後 10 年間行わ
れる）。
カナダもまたこれまでの導入実績の倍以上の新規導
入を 2006 年に達成した。カナダ政府は少なくとも
2015 年までに 10,000MWの導入を目指している。

＜参考文献・Web ＞
Global Wind Energy Council「Global Wind 2006 Report」2007
The Europian Wind Energy Association
http://www.ewea.org/

*1  MW：メガワット、1000kW、M=106
*2   T W：テラワット、10億 kW、T=1012

200
6 年

世界の風力発電普及の動向

過去最高の導入量、各国の促進政策が後押し
豊田陽介（PARE 風力発電部会長）

10,000

20,000

15,000

(

設
備
容
量
Ｍ
Ｗ)

主要国における風力発電導入量の推移 （設備容量）
累積導入量 （MW）

国別 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 順位

ドイツ 110 175 325 632 1,132 1,552 2,081 2,874 4,444 6,113 8,754 12,001 14,592 16,629 18,428 20,622 1

スペイン 15 22 52 75 133 249 512 880 1,812 2,036 3,550 4,825 6,202 8,263 10,027 11,615 2

アメリカ 1,450 1,470 1,550 1,650 1,703 1,715 1,611 2,141 2,445 2,610 4,245 4,685 6,374 6,740 9,149 11,603 3

インド 41 54 115 351 733 900 940 992 1,035 1,220 1,456 1,702 2,110 3,000 4,430 6,270 4

デンマーク 409 454 483 537 635 835 1,116 1,420 1,738 2,341 2,456 2,889 3,110 3,117 3,122 3,136 5

中国 400 468 567 764 1,260 2,604 6

イタリア 22 0 0 0 32 70 103 197 227 424 700 788 904 1,125 1,717 2,123 7

イギリス 12 50 130 160 200 273 328 338 362 425 525 552 649 888 1,353 1,963 8

ポルトガル 195 299 522 1,022 1,716 9

フランス 148 239 390 757 1,567 10

オランダ 83 106 132 154 249 299 329 379 433 473 523 693 912 1,079 1,219 1,560 11

カナダ 236 317 444 683 1,459 12

日本 1 3 5 6 9 13 17 32 70 136 302 414 686 874 1,078 1,394 13

オーストリア 140 140 415 606 965 14

ギリシャ 297 375 473 573 746 15

スウェーデン 9 14 30 40 69 103 122 176 220 265 318 345 399 442 500 572 16
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みなさんのご協力で昨年 2 月末に完成した太陽光

発電所＝ポッポおひさま発電所は、今年 3 月末まで

12,149kWh の電気を発電しました。おひさまのエネル

ギーから直接得られたこのクリーンな電気は ､火力発電

所で発電された電気に較べて 8.3t-CO2 の温室効果ガスを

減らしたことになるのです。元気に育つ園児たちを見守

りながら、ポッポおひさま発電所は静に、しかし片時も

休むことなく、地球環境を守り残したいというみなさん

の願いを背負って働き続けてくれました。

ポッポおひさま発電所

今年になって国連の IPCCから地球温暖化が確実に急速

グリーン電力発電設備に認定

に進行しているという報告書が相次いで発表され、この

問題への関心が高まっています。今を自然エネルギー活

用の意義を広める好機として、宣伝を強めたいものです。

　発電好調！ 温室効果ガス８トン以上減らしました。

高まる地球温暖化の懸念

月
稼動

日数

日射量 （kWh/ m2） 発電量 （kWh）

計画 実績 増減率 計画 実績 増減量 増減率

2 7 22.3 22.6 1.02 176.3 184.1 7.8 1.04 

3 31 120.9 118.6 0.98 949.0 987.8 38.8 1.04 

4 30 133.5 117.4 0.88 1,022.0 997.6 ▲ 24.4 0.98 

5 31 154.7 134.5 0.87 1,156.0 1,113.9 ▲ 42.1 0.96 

6 30 133.8 126.8 0.95 970.0 1,045.0 75.0 1.08 

7 31 151.0 108.1 0.72 1,072.0 873.5 ▲ 198.5 0.81 

8 31 150.0 158.1 1.05 1,055.0 1,217.6 162.6 1.15 

9 30 117.6 123.8 1.05 848.0 975.9 127.9 1.15 

10 31 110.4 113.8 1.03 826.0 880.7 54.7 1.07 

11 30 90.0 84.8 0.94 689.0 676.6 ▲ 12.4 0.98 

12 31 83.4 70.8 0.85 658.0 578.7 ▲ 79.3 0.88 

1 31 88.0 87.5 0.99 708.0 720.4 12.4 1.02 

2 28 89.0 97.7 1.10 705.0 806.6 101.6 1.14 

3 31 120.9 131.3 1.09 949.0 1,090.6 35.2 1.15 

計 403 1565.5 1495.8 0.96 11,783.3 12,149.0 365.8 1.03 

全国に市民共同発電所をひろげよう！

発電された電気の約８割は保育園で活用され、2割は

関西電力を通じて一般家庭にも使われています。

発電にともなう収入約 20万円は、建設協力金を拠出い

ただいているみなさんへの返済にあてられます (1 口につ

き５千円 )。

ポッポおひさま発電所は昨年、グリーン電力認証機構

から「グリーン電力発電設備」として認定されました。ポッ

ポおひさま発電所の生み出したクリーンな電力の持つ環

境価値をグリーン電力証書という形で販売することがで

きるようになりました。

市民共同発電所全国フォーラム 2007in おおさか

●と　き ： 2007 年 9 月 22 ～ 23 日 （土、 日）
●ところ ： 大阪経済大学

ポッポおひさま発電所のような市民が協力して作った

自然エネルギー発電所は、全国に 160 ヶ所以上あります。

全国の市民共同発電所の代表が集って経験を交流し、これ

から作ろうとする人々が学べる場として「市民共同発電所

全国フォーラム」が開催されています。5回目にあたる今

年は大阪で開催されます。

今年のメインテーマは「自然エネルギーを活かしたまち

づくりをめざして」となっています。市民と事業者、行政

の三者のパートナーシップによって、自然エネルギーの普

及を進めている事例報告など、シンポジウムと 4つの分科

会を開催します。

PARE は、このフォーラムの事務局団体となっています。全国
から 300 名以上の市民を迎えるこのイベントを成功させるため
に、会員のご協力をお願いします。
只今、全国フォーラムのボランティア登録を受け付けています。
お問合せは PARE 事務局まで
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市民共同発電所
全国フォーラム2007　in  おおさか
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6 月 9 日、第 3回通常総会が開催され、「市民共同風力発電

所の実現」などを掲げた議案を可決承認しました。

太陽光発電所の拡大を求める意見など活発な質疑が行われ、

答弁内容も含めて方針とすることが確認されました。

総会に引き続き、風力発電部会による講演会が行われま

した。日本型風車として注目を集めている「ﾀﾞｳﾝｳｨﾝﾄﾞ型

SUBARU80/2.0」について富士重工業の永尾 徹さんから、ご講

演いただき、こちらも熱心な意見交換が行われました。

◆国連安保理、 温暖化で初の公開討論開催 (2007.4.6 NIKKEI NET)

　国連安全保障理事会は、 地球温暖化に関する初の公開討論を開く方針を

決めた。 国際社会の平和と安全への脅威にかかわる議題を扱う安保理で温

暖化問題を取り上げることに、 米国などが疑念を表明したが、 今月の安保

理議長を務める英国の強い要請で認められた。

◆第 2 作業部会、地球温暖化の影響をまとめた評価報告書を採択 (2007.4.6 

読売新聞 )

  国連の IPCC 第 2 作業部会は、 地球温暖化の人類や生態系への影響を

まとめた第 4 次評価報告書をﾌﾞﾘｭｯｾﾙで採択した。 気温が 1990 年比で約

1 度上がれば、 水不足の被害人口が全世界で新たに数億人も増え、 約 2

度上がると全生物種の 20-30% が絶滅する危険が高まるとの内容。

◆風車騒音 「眠れぬ」 伊方で住民が苦情 (2007.4.17 asahi.com)

　愛媛県伊方町の佐田岬半島の尾根沿いに、 設置した風車 20 基のうち 4

基が、住民からの騒音苦情を受けて夜間に運転できない状態が続いている。

( その後、 防音措置の実施などで合意、 との報道あり）

◆企業の温暖化対策求め米で株主提案相次ぐ (2007.4.17 NIKKEI NET)

 米国で企業に地球温暖化対策への取り組みを促す株主提案が急増してい

る。 米調査会社によると今年、 温暖化対策を求める株主提案数は 2004 年

比で約 2 倍に達した。 機関投資家も企業が社会的責任を果たしているかど

うかを投資先選別の基準に加えつつある。

◆政府が初めて排出権を 122 億円で購入 (2007.4.17 NBonline)

　日本政府は京都議定書の下で約束した温暖化ｶﾞｽの削減目標を達成する

ため、 丸紅や中国系と英系を含む計 5 社と 「排出権」 の購入契約を結ん

だと発表した。 政府が排出権を購入するのは今回が初めて。

◆ノルウェー、 50 年までに 「CO2 ゼロ」 表明 (2007.4.20 asahi.com)

　ﾉﾙｳｪｰのｽﾄﾙﾃﾝﾍﾞﾙグ首相は、 温室効果ｶﾞｽの排出を 2050 年までにｾﾞﾛ

にする考えを表明した。 先進国で排出ｾﾞﾛを掲げた国はこれまでない。 自

国での省エネのほか、 風力や太陽光発電の導入拡大を中国やｲﾝﾄﾞなどで

進め、20 年には 1990 年に比べて 30% 減らし、50 年までにｾﾞﾛにする計画だ。 

◆温室効果ガスの排出削減は可能　第 3 作業部会報告 (2007.5.4 CNN)

  国連の IPCC 第 3 作業部会はﾊﾞﾝｺｸでの会合で、 温室効果ｶﾞｽの排出を

削減し、 地球温暖化を食い止めることは可能だとする報告書を採択した。

報告書では、 現状の対策を続ければ 2030 年時点では世界の GDP が 3%

損失するとしている。 しかし、 一定以上の費用をかけて技術対策をとれば、

温室効果ｶﾞｽの排出量を現在の水準以下にすることが可能だとして、 各方面

での対策を求めている。 

◆イヌワシ生息、 風力発電計画を正式断念 (2007.5.12 神戸新聞 )

　朝来市の風力発電施設建設予定地で絶滅危惧種のｲﾇﾜｼの生息が確認

された問題で、 事業者が計画の取り下げを正式に申し入れた。 「計画地

から離れた朝来市内の別の場所に新たな計画を持っている」 とし、 あらた

めて施設建設の意向を示した。

◆渡り鳥のルートなど調査へ　風車への衝突防止 (2007.5.21 中国新聞 )

  風力発電施設が近年増加する中で、 風車の羽根で野鳥が衝突死する

「ﾊﾞｰﾄﾞｽﾄﾗｲｸ」 が目立ってきたことから、 環境省は本年度から 3 年間で、

渡り鳥のﾙｰﾄやﾊﾞｰﾄﾞｽﾄﾗｲｸが起きやすい風車の立地条件などについて調

査することを決めた。

◆ソニー、 最大のグリーン電力証書契約を締結 (2007.5.22 CNETJapan)

　ｿﾆｰは、 日本自然ｴﾈﾙｷﾞｰと年間 1000 万 kWh の地熱発電委託契約を

締結し、 既契約の風力発電分 550 万 KWh と合わせて年間 1550 万 kWh

の 「ｸﾞﾘｰﾝ電力証書」 の発行を受けることになったと発表した。 ｸﾞﾘｰﾝ電力

証書の取引契約高としては国内最大となるという。 ｸﾞﾘｰﾝ電力を購入した企

業には、 発電および環境負荷削減に貢献した証としてｸﾞﾘｰﾝ電力証書が

発行される。 

◆三菱重工、 米５社から風力発電機を大量受注 (2007.5.30 NIKKEI NET)

  三菱重工業は、 米風力発電大手 5 社から、 風力発電設備を計 788 基

（総発電出力 136 万 3400kW） を受注したと発表した。 国内の全風力発電

の 149 万 kW に迫る。 受注したのは出力 1000kW 型風車が 377 基、 同

2400kW 型風車が 411 基。

◆ G8 各国、 温暖化ガス排出量削減計画に合意 (2007.6.8 IBTimes)

　G8 各国はﾊｲﾘｹﾞﾝﾀﾞﾑ･ｻﾐｯﾄにおいて、 2050 年までに地球温暖化ｶﾞｽ排

出量半減に向けて真剣に検討することで合意した。 欧州各国首脳陣らは、

今回の合意を欧米間の地球温暖化問題に関する認識の差を狭める点にお

いて大きな進展となったと賞賛した。

◆風力発電施設　県が手続きガイドライン (2007.7.18 信濃毎日新聞）

　長野県は、 中 ・ 大型風力発電施設の建設計画について事業者や関係

市町村が行う手続きのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝをまとめ、 公表した。 10 月に施行する県

の改正環境影響評価 （ｱｾｽﾒﾝﾄ） 条例は、 総出力 1 万 kW 以上の計画

が対象。 ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、 ｱｾｽ対象計画より小規模であっても災害や自然 ・

景観などへの影響が懸念される場合を想定して、 行政や住民の意見が計

画に反映できる手順を示した。

（※記事の要約は編集部の責任で行っています）

第 3回通常総会開催概要

日時：2007 年 6 月 9 日（土）13 時 30 分〜 14 時 45 分

場所：大阪社会福祉指導センター　研修室 2

出席：実出席 36 名、委任状 13 名、書面議決書 30 名、計 79 名

結果：第 1号議案「2006 年度事業報告及び決算承認の件」可決

第 2号議案「2007 年度事業計画及び予算承認の件」可決

第 3回通常総会、風力発電講演会を開催
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